
 

  

平成１３年１１月２７日 

平成１４年３月期 中間決算短信 
上場会社名 神港魚類株式会社  上場取引所（所属部） 大阪証券取引所（市場第二部） 

コ－ド番号 ９９８８    本社所在地 神戸市兵庫区中之島一丁目１番１号 

問 合 せ 先 責任者役職名 総務部 副部長   

  氏    名 田  中  克  己   ＴＥＬ （０７８）６７２－７０００ 

中間決算取締役会開催日 平成１３年１１月２７日 中間配当制度の有無  有 

中間配当実施の有無  無    中間配当支払開始日 平成 ― 年 ― 月 ― 日 

１．１３年９１．１３年９１．１３年９１．１３年９月中間期の業績月中間期の業績月中間期の業績月中間期の業績（平成１３年４月１日～平成１３年９月３０日） 
  （１）経営成績  
                                            （注） 金額は単位未満の端数を切り捨てて表示しております。 

  売上高(対前年中間期増減率) 営業利益(対前年中間期増減率) 経常利益(対前年中間期増減率) 

    百万円    ％   百万円    ％   百万円    ％ 

 13年9月中間期 
12年9月中間期 

 ３２,３８６ ( △ 1.5) 
 ３２,８７８ (   3.9) 

     ９９ ( △ 32.9) 
    １４８ (   21.3) 

     ７３ ( △ 45.3) 
    １３４ (   10.2) 

 13年３月期  ７０,０７６       ４９７       ４７１   
 
  中間(当期)純利益 (対前年中間期増減率) １ 株 当 た り 

中間(当期)純利益 

           百万円     ％         円     銭 

 13年9月中間期 
12年9月中間期 

        １９ (   88.3) 
        １０ ( △ 51.5) 

    １ ９０ 
     １ ０１ 

 13年３月期         ９７       ９ ７５ 

 （注）１ 期中平均株式数 13年9月中間期 10,000,000株 12年9月中間期 10,000,000株 13年3月期 10,000,000株 
    ２ 会計処理の方法の変更   無 

  （２）配当状況 

 
１ 株 当 た り 
中 間 配 当 金 

１ 株 当 た り 
年 間 配 当 金 

    円     銭  
13年9月中間期 
12年9月中間期 

０ ００ 
０ ００ 

 
 

13年３月期     円     銭 
６ ００ 

  （３）財政状態  

  総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

  百万円                 百万円                ％         円       銭 

 13年9月中間期 
12年9月中間期 

１９,３２２ 
１９,６３３ 

  ４,８１７ 
  ４,８２０ 

        ２４.９ 
        ２４.６ 

  ４８１   ７８ 
  ４８２   ０６ 

 13年３月期 １７,３０７   ４,８８７         ２８.２   ４８８   ７１ 

 （注）期末発行済株式数 13年9月中間期 10,000,000株 12年9月中間期 10,000,000株 13年3月期 10,000,000株 

２．１４年３月期の業績予想２．１４年３月期の業績予想２．１４年３月期の業績予想２．１４年３月期の業績予想（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日） 

 １株当たり年間配当金 

 
 

売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 
期  末  

  百万円  百万円  百万円    円     銭    円     銭 

 通   期 ６８,０００ ３５０    １６０ ６ ００ ６ ００ 

  （参考） １株当たり予想当期純利益   １６円 ００銭 
                                  



 

  

 

 

 

中間貸借対照表 

（単位：千円） 

前中間会計期間末 
(平成12年9月30日現在) 

当中間会計期間末 
(平成13年9月30日現在) 

前 事 業 年 度 の 
要約貸借対照表 
(平成13年3月31日現在) 科   目 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

（資産の部）   ％  ％ ％ 

 Ⅰ流動資産     

現 金 及 び 預 金  270,117  381,662 345,006 

受 取 手 形 ※ 5 3,025,620  3,415,833 3,315,953 

売 掛 金  6,098,492  5,640,974 5,326,361 

た な 卸 資 産  6,945,292  6,419,646 5,342,038 

繰 延 税 金 資 産  30,210  59,729 59,729 

そ の 他  604,818  943,350 351,965 

貸 倒 引 当 金  △ 42,094  △ 92,386 △ 116,516 

流 動 資 産 合 計  16,932,457 86.2 16,768,812 86.8 14,624,539 84.5 

 Ⅱ固定資産      

有 形 固 定 資 産 ※ 1     

建 物        741,628  699,497 718,892 

そ の 他        663,345  638,197 648,880 

有形固定資産合計  1,404,973  1,337,694 1,367,772 

無 形 固 定 資 産  93,998  89,059 99,332 

投資その他の資産      

繰 延 税 金 資 産  58,091  115,787 100,843 

そ の 他 ※ 2 1,251,084  1,067,185 1,219,221 

貸 倒 引 当 金  △ 106,773  △ 56,121 △ 104,368 

投資その他の資産合計  1,202,403  1,126,851 1,215,697 

固 定 資 産 合 計  2,701,374 13.8 2,553,604 13.2 2,682,801 15.5 

資 産 合 計  19,633,832 100.0 19,322,416 100.0 17,307,341 100.0 
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（単位：千円） 

前中間会計期間末 
(平成12年9月30日現在) 

当中間会計期間末 
(平成13年9月30日現在) 

前 事 業 年 度 の 
要約貸借対照表 
(平成13年3月31日現在) 科   目 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

（負債の部）   
％ 

 
％ 
 

％ 

Ⅰ流動負債        

支 払 手 形  1,033,456  651,359  1,159,673  

買 掛 金  2,824,344  2,717,635  2,781,403  

短 期 借 入 金  10,054,009  10,289,037  7,548,795  

未 払 法 人 税 等  12,118  19,580  50,771  

賞 与 引 当 金  121,125  107,520  107,034  

そ の 他 ※ 2 226,133  204,186  234,701  

流 動 負 債 合 計  14,271,187 72.7 13,989,319 72.4 11,882,380 68.7 

Ⅱ固定負債        

長 期 借 入 金  387,250  354,250  370,750  

退 職給 付 引当金  17,321  34,140  21,816  

役員退職慰労引当金  90,259  80,415  98,936  

そ の 他  47,192  46,470  46,336  

固 定 負 債 合 計  542,022 2.7 515,276 2.7 537,839 3.1 

負 債 合 計  14,813,210 75.4 14,504,596 75.1 12,420,219 71.8 

        

（資本の部）        

Ⅰ資 本 金       891,000 4.5 891,000 4.6 891,000 5.1 

Ⅱ資本準備金  853,675 4.4 853,675 4.4 853,675 4.9 

Ⅲ利益準備金  170,000 0.9 177,000 0.9 170,000 1.0 

Ⅳその他の剰余金        

任 意 積 立 金  2,780,000  2,780,000  2,780,000  

中間(当期)未処分利益  74,246  105,939  161,605  

その他の剰余金合計  2,854,246 14.5 2,885,939 14.9 2,941,605 17.0 

Ⅴ その他有価証券 評 価 差 額 金         51,701 0.3 10,205 0.1 30,841 0.2 

資 本 合 計  4,820,622 24.6 4,817,820 24.9 4,887,121 28.2 

負債・資本合計  19,633,832 100.0 19,322,416 100.0 17,307,341 100.0 
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中間損益計算書 
(単位：千円) 

前中間会計期間 
自 平成12年4月 1日 
至 平成12年9月30日 

当中間会計期間 
自 平成13年4月 1日 
至 平成13年9月30日 

前 事 業 年 度 の 
要約損益計算書 
自 平成12年4月 1日 
至 平成13年3月31日 

科    目 

金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 百分比 
   ％  ％  ％ 

 Ⅰ 売 上 高            32,878,593 100.0 32,386,545 100.0 70,076,775 100.0 

 Ⅱ 売 上 原 価            31,120,027 94.6 30,737,518 94.9 66,340,517 94.7 

売 上 総 利 益  1,758,565 5.4 1,649,027 5.1 3,736,257 5.3 

 Ⅲ 販売費及び一般管理費  1,609,899 4.9 1,549,242 4.8 3,238,692 4.6 

営 業 利 益  148,666 0.5 99,785 0.3 497,564 0.7 

 Ⅳ 営 業 外 収 益                  

受 取 利 息  14,073  15,500  30,047  

受 取 配 当 金  8,839  8,197  9,715  

不 動 産 賃 貸 料  50,792  44,638  96,766  

雑 収 入  3,431  2,641  28,328  

営 業 外 収 益 合 計  77,136 0.2 70,977 0.2 164,859 0.2 

 Ⅴ 営 業 外 費 用                  

支 払 利 息  50,457  59,368  112,571  

不 動 産 賃 貸 費 用  40,535  36,073  77,889  

雑 損 失  ―  1,644  ―  

営 業 外 費 用 合 計  90,993 0.3 97,087 0.3 190,461 0.2 

経 常 利 益  134,810 0.4 73,675 0.2 471,962 0.7 

 Ⅵ 特 別 利 益                  

固 定 資 産 売 却 益  ―  ―  2,574  

貸 倒 引 当 金 戻 入 益  ―  32,586  ―  

特 別 利 益 合 計  ― ― 32,586 0.1 2,574 0.0 

 Ⅶ 特 別 損 失                  

固 定 資 産 処 分 損  711  127  777  

投 資 有 価 証 券 評 価 損  36,505  ―  36,144  

関 係 会 社 株 式 評 価 損  ―  ―  86,399  

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損  24,978  59,550  29,828  

貸 倒 引 当 金 繰 入 額  11,951  ―  87,070  

役 員 退 職 慰 労 金  36,658  6,337  36,658  

特 別 損 失 合 計  110,803 0.3 66,014 0.2 276,879 0.4 

税引前中間 (当期 )純利益  24,006 0.1 40,247 0.1 197,657 0.3 

法人税、住民税及び事業税 ※ 2 13,900 0.1 21,220 0.1 157,359 0.2 

法 人 税 等 調 整 額 ※ 2 ― ― ― ― △ 57,166 △ 0.0 

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益  10,106 0.0 19,027 0.0 97,465 0.1 

前 期 繰 越 利 益  64,139  86,912  64,139  

中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益  74,246  105,939  161,605  

        

- 3 - 



 

  

 

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

１.資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 
①子会社株式及び関連会社株式 
移動平均法による原価法 
②その他有価証券 
時価のあるもの……中間決算末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部資本直入法 

により処理し、売却原価は移動平均法により算定) 
時価のないもの……移動平均法による原価法 

(2) デリバティブ取引 
時価法 

(3) たな卸資産 
商品………個別法による低価法 
ただし、冷凍食品等一部の商品については移動平均法による低価法 

２.固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産………定率法 
なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 
ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物(建物附属設備は除く)については定額法 

(2)無形固定資産………定額法 
なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 
ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(5年)に基づく定額法 

３.引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2)賞与引当金 
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

(3)退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基
づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 
なお、会計基準変更時差異(372,097千円)については、5年による按分額を費用処理しております。 
数理計算上の差異については、各期の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10
年)による定額法により、それぞれ発生の翌期から費用処理しております。 

(4)役員退職慰労引当金 
役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。 

４.リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい
ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

５.その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

項   目 前中間会計期間末 
(平成12年9月30日現在) 

当中間会計期間末 
(平成13年9月30日現在) 

前事業年度末 
(平成13年3月31日現在) 

※１.有形固定資産の減価償却
累計額 514,878千円 573,361千円 542,666千円 

※２.担保資産及び担保付債務 
 担保に供している資産 
 投資有価証券 

 対応する債務 
 未 払 金 

 
 

6,104千円 
 

6,695千円 

 
 

10,173千円 
 

5,962千円 

 
 

6,104千円 
 

7,325千円 

 ３.保証債務 
尼崎水産市場㈱ 
銀行借入保証 
尼崎水産市場㈱ 
商品仕入債務保証 
従業員の銀行借入に対す
る保証 

 

842,263千円 

― 千円 

143,264千円 

 

616,662千円 

174,420千円 

144,759千円 

 

659,520千円 

44,712千円 

155,337千円 

 ４.消費税等の取扱い 仮払消費税等と仮受消
費税等は相殺のうえ、流
動資産の｢その他｣に含
めて表示しております。 

同  左  

※５.期末日の満期手形の処理 中間会計期間末日満期
手形は、手形交換日を
もって決済処理してお
ります。従って、当中
間会計期間末日は金融
機関の休日であったた
め、中間会計期間末日
満期手形が以下の科目
に含まれております。 

 受取手形 338,477千円 

中間会計期間末日満期
手形は、手形交換日を
もって決済処理してお
ります。従って、当中
間会計期間末日は金融
機関の休日であったた
め、中間会計期間末日
満期手形が以下の科目
に含まれております。 

 受取手形 75,178千円 

期末日満期手形は、手
形交換日をもって決済
処理しております。従
って、当期末日は金融
機関の休日であったた
め、期末日満期手形が
以下の科目に含まれて
おります。 
 

 受取手形 49,219千円 

(中間損益計算書関係) 

項    目 
前中間会計期間 
自 平成12年4月 1日 
至 平成12年9月30日 

当中間会計期間 
自 平成13年4月 1日 
至 平成13年9月30日 

前 事 業 年 度 
自 平成12年4月 1日 
至 平成13年3月31日 

 １.減価償却実施額 
有形固定資産 
無形固定資産 

 
35,987千円 
16,557千円 

 
31,499千円 
19,323千円 

 
69,459千円 
34,358千円 

※２.法人税等の表示方法 当中間会計期間におけ
る税金費用について
は、｢簡便法｣により計
算しているため、法人
税等調整額は｢法人
税、住民税及び事業
税｣に含めて表示して
おります。 

同  左 
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（リース取引関係） 

前中間会計期間 
自 平成12年4月 1日 
至 平成12年9月30日 

当中間会計期間 
自 平成13年4月 1日 
至 平成13年9月30日 

前 事 業 年 度 
自 平成12年4月 1日 
至 平成13年3月31日 

リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価
償却累計額相当額及び中間期末残高相
当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価
償却累計額相当額及び中間期末残高相
当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価
償却累計額相当額及び期末残高相当額 

 

 

取 得 

価 額 

相 当 額 

減 価 
償 却 
累 計 額 
相 当 額 

中 間 
期 末 
残 高 
相 当 額 

   

取 得 

価 額 

相当額 

減 価 
償 却 
累計額 
相当額 

中 間 
期 末 
残 高 
相当額 

   

取 得 

価 額 

相 当 額 

減 価 
償 却 
累 計 額 
相 当 額 

期 末 

残 高 

相 当 額 

 

  千円 千円 千円    千円 千円 千円    千円 千円 千円  
 工具、器具 
及び備品 136,933 70,852 66,080   

工具、器具 
及 び 備 品 194,869 100,850 94,019   

工具、器具 
及び備品 202,099 88,684 113,415 

 

(注)リース物件の取得価額相当額は、有
形固定資産の中間期末残高等に占める未
経過リース料中間期末残高の割合が低い
ため、支払利子込み法によっております。 

② 未経過リース料中間期末残高相当額 

   １年以内     25,880千円 
   １年  超     40,200千円 
   合  計     66,080千円 

(注)未経過リース料中間期末残高相当
額は、有形固定資産の中間期末残高等
に占める未経過リース料中間期末残高
の割合が低いため、支払利子込み法に
よっております。 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支 払 リ ー ス 料           13,602千円 
減価償却費相当額   13,602千円 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価
額を零とする定額法によっておりま
す。 

 

(注)  同   左 

 

 

② 未経過リース料中間期末残高相当額 

   １年以内     36,821千円 
   １年  超     57,197千円 
   合  計     94,019千円 

(注)  同   左 
 
 
 
 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支 払 リ ー ス 料           19,396千円 
減価償却費相当額   19,396千円 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同  左 
 

(注)リース物件の取得価額相当額は、
有形固定資産の期末残高等に占める未
経過リース料期末残高の割合が低いた
め、支払利子込み法によっております。 

② 未経過リース料期末残高相当額 

   １年以内     38,792千円 
   １年  超     74,622千円 
   合  計    113,415千円 

(注)未経過リース料期末残高相当額
は、有形固定資産の期末残高等に占め
る未経過リース料期末残高の割合が低
いため、支払利子込み法によっており
ます。 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支 払 リ ー ス 料           31,434千円 
減価償却費相当額   31,434千円 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同  左 
 

(有価証券関係) 

前中間会計期間(平成12年9月30日現在) 
時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有しておりません。 
当中間会計期間(平成13年9月30日現在) 
時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有しておりません。 
前事業年度(平成13年3月31日現在) 
時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有しておりません。 
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